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ま え が き

(株)三uiコンサルタンツは,礼｢州去人梅外且蓬莱開発コンサルタンツF#,会の耕地金を/TIE:3:て,

平成7咋7J]24日から8FJI O[三ほでの18[jr汀‖こわたって､フィリピンの社会閃光アジェン

ダ(SRA)貧困州社会開発･組織化支援事業の事前調査を行った｡

現地では吏ピサヤ地方｢南レイテ,).Il｣において,農民によって運営されている農民組合によ

る小規模且き産)JL]1l易や,出村女性の経営によるこのJ:LuJ'の特産品に位I[7_'i'.-づけられるアバカの加工

場等の実態と問題点を事前調査した｡ ｢どリラン州｣では農地解放地内において､農地改革によ

る受益農民がその利益を完全に享受できず､貧困にあえいでいる実態と問題点を事前調査した｡

この事業は,従来の開発事業から取り残されたfI!村や都市にいる貧困者,社会的弱者,女性､

山岳民族等に焦点を当てている｡これらの弱者をこの事業の受益者に位置づけ,彼らに直接の便

益が及ぶような多岐に亘る小規模なコンポーネントを選定し,事業計画として構成した｡また､

農民の周辺の住環境の向上に資するコンポーネントも包含し､経済のみならず環境にも配慮した

守;某となっているo

この様なfi[朴符対策はフィリピンのラモス大統fEriの_iTf.斐政策の一つであるo フィリピン政]('.i

はこの:rJ事業の'jS施により多くのZ引卦告が救折され､ f!i:私宅的発展を可能とする子1盲を矧持しているo

矧卦者対策はこのrLIl;.Lの民政の安江に大きく寄与するので､フィリピン政府はこの郭実の早期実施

を熱望している｡この案件が日本国政府による協力案件として取り上げられ､この国に対する協

ノ)の一助となれば望外の二;i,-_:せである｡

i｢i-成7咋8月

株式会社三祐コンサルタンツ

取締役杜氏 渡jil滋勝
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第1章 事業の背景

1.1.フィリピンの社会･経済状況

1.1.1.社会･経済状況

アジアの他の謂Lii=こ比べてフィリピン経折!｣三艮は非'.;;[;に遅れており､ 1 9 84年から1 9 8

5咋にかけてのオイルショックは,フィリピン経済をマイナス生長にさせた｡さらに､ 1986

年にはLLr界不況の影響を受け､経済生長率は零以下であった.それ以後の経済成長は年率3,4 %

とプラスに転じ､ 1988年には6.8%を達成した｡しかし,湾岸戦争や,この国を襲った19

9 1年の大地震,ピナツボ火山の噴火や洪水被害等多くの自然災害は､この国の経済生長を引き

ー~Fげ, 1 99 1年にはマイナス生長に転じた｡近年の経済統計では､ GDPでは2%の生長､

GNPは2･4%の生長であるo 農業分野の生長率は1 985咋価格で2%であった｡ 1 985年の

価格ベースでの国民一人当たりのGDP及びGNP額はそれぞれ11,167及び11,483ペソであったo

fl皇業分野は常にこの国の嘩済の重要な役割を担っており､ 1 99 3年にはGDPの23%を占

め､輸山嶺の17%,全就業者数の45%を占めている｡1しかし,農業部門の活動は僅かではあるが

下降気味にある｡農業による総付力[lI[]Ii値恕は1 9 6 0.41:･の31.3%から1 9 9 34r:--には22.8%に

~F降している. 1 9 8 1年から1 9 93咋の総付加[Lll]LI[fi触は､IV5Z低が21,7%で最高が24.6%と

殆ど変化がなかった｡

_I･_述のようにフィリピン紙折が′r:.良を続けても､壬il朴糾ま1
985咋から1 99 1咋にかけ

て憎かに改-,illJl;-=されてはいるが,依然として高率にあるo フィリピン政府の拙走によるf;1困レベル

以下のフィリピン人1!i:帯の全tし川ミニに占める割合は39%で, 1 99 1i1三の28 0万tLt符､ 1993

咋には3 0 0万しIi7;ち;であった.1 995年の貧L#JLl上;:H;数は24 0万と推定されているo これらを

:‡むフィリピン人LJの大部分は依然として生活政吉のT･段をもっていない状態であるo

貧陸川捕;‥の3/4は農村部に居住しており,大部分が米作,トウモロコシ栽培やココナッツ

作の小作人や､生計を漁業に栢っている小規模や個人経営の漁民である｡
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1.1.2,貧困率

1 9 9 1年のフィリピン国全体の貧困率は39.2%であった｡この分布は首都マニラを含むピ

コール管区が最も高く,次いでミンダナオ島の4管区の内の3管区が高い率を示している｡しか

し,矧称者の絶対数では首都マニラの南の州と西ピサヤ地方が最も大きい数債を示しているo

選定された20州(後述)は,一般に高い貧困率を示している｡ロンブロンやギマラス州は

最も貧困率が高く､約75%を示している｡ 20州の内,僅かに4州(ベンゲット州､南レイテ州､

東サマール州及びタウイタウイ州)のみが国平均の貧困率をやや割っている状態にある｡これら

の貧困を撲滅又は軽減することが､フィリピンの民政安定に重要な課題であるとの認識の基に､

フィリピン政府はSRA政策を掲げて,強力に推進しようとしている｡
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1
12･社会改革アジェンダ(Socic]l

Reform Agendcl, SPA)

1.2.1.経緯

｢社会改革アジェンダ｣ (Socic)lReform AgendQ,略称SRA)は,ラモス大統領政権下の,こ

れまでl)H発の恩恵に接する機会に恵まれなかった矧都田､辺境地域[f･:L主者,社会的弱者を開発の

l=11:_流(-tミ受溢:打とする)に参L[l]1'させるための官･民一体となった多柿多岐に亘るjl';業を実施する

包括プログラムであるo

このSRAの母休は, ｢国家平和会議｣ (Nqlionql Pe(ョce Conferenceト｢国民会議｣

(People●s Cc7UCUSト ｢開発と民]三主義のための同民決議｣ (People's Agend(コ for

Developmenlc)ndDemocr(コCY)といった民l言口団体との連絡会誠において1 9 9 3咋3月に起

草された'-B(コSicSeclo｢ Agendロー1である｡

rli;:･]家統一委員会｣ (現国家治安問題担当大統領祁佐官局)により1 99 2年から1 99 3

年にかけて､フィリピンの長期に亘る社会的不公平を那決するための社会,経済､政治改革に関

する一連の勧告や,匝l家総折Hr[-J発J･1=(Nqlin(コlEconomic DevelopmenIAulhority, NEDA)のフィ

リピンrlり削発]Ii計画(Ph‖ppines Medium Term DevelopmenI PIQn, PMTDP=乍]jkr]引こおける

勧-;t∴ さらには｢辺境開発大統領委員会｣ (Presidenck]I Counci一 for Countryside

DevelopmenI′ PCCD)による1 9の優先r)H発尼矧刷trlの選定作業も､このSRAの-一郎に生か

されている｡

19 93年9月 8日､マニラにおいて開催された｢国民経済サミット｣ (Peopトe■s

EconomicSummけ】で､経折界､産業界､ NGO,氏r芯j団体から,政11)tf主導による国家経済及び

椛iii政市の必要件が決議された｡これを契機として政)['.fと各氏問セクター間での1 9 9 3年から

19 94咋にかけての･-辿の討議を経て, 1 994咋 6J] 17H Peoplels Empowermen†

C(コリCUSにおいてラモス大統令i'iが通告第2 1 3引こより公iCにSRAを発表したo 次いで同咋9

月 2 7[jの｢社会改革サミット｣ (Sock]L ReformSummけ)における冒頭演説で､同大統従は

SRAの目標を｢一般民衆を開発のl-トL､に置く事であり､真の発展の指標はフィリピン匡旧:の幸福
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によって計られるものでなければならない｣と明言した｡そして大統領令第2 03号により,大

統飢を議長, JI%地政都大臣Erneslo D. G(コrilQOを副議長とする｢社会政市委員会｣ (Socic](

Reform Couc‖. SRC)を設立し, SRA の推進をF)'r-l始した｡同委員会のメンバーは官]-j=3良官と経折

I3[r-]発長官ならびに財務,農業,保健､教育､自治,環境､社会福祉､労働､通産の人臣からなる.

1.2.2.事業地域(開発対象州)

iji某｣:山域は｢辺境地域r)目先大統街委員会, PCCD｣の選定した優先開発LfFlfi困1 6JJlllを基本と

し､その後新たに加えられた3州を含めた1 9小11であった｡ 1995年5月の地方選挙の際に

Kc]l了ng(コ-Ap(コY(コ○州が2分され独立した2州となったため,現在は次の2 0州が対象州となって

いる｡

コルデll)アIj治区(CAR)".",.アブラ州(Abrcり,ベンゲット州(BengueI),イフガオ州

(lfugc10),カリンガ州(KoLingくコ),アパヤオJ)ll (Apc]yc]o),マウンテ

ン州(MI. Province)

節2管区rRegion-2)......./iタネス州(Bcllqnes)

耶4管区岬egion14)"‥‥オウロラ州(Aurora).ロンブロン州(Romblon)

荊5管区(Region-5)".‥‥マスパテ州(Mc]sbQIe)

節6管区(Region-6)....…アンティケ州〔Anffqueト ギマラス州fGuimc]rc]s)

肌8管区(Region-8)……,どリラン州(Bi17rqnト 如サマール州(EcISIernS(コmClrト 南レイテ

州rSoulhe｢∩しeyle)

第9管区(Region-9)....."バシラン州(B(コSilc]n)

節10管区(Region-10)"..南アグサン州(Agusc]n del Sur)

節11管区(Rerion-l l)......南スリガオ州【Surigc]odel Suり

ムスリム･ミンダナオFll治l左(ARMM)

‥…スール州(Sulu),タウイタウイ州(T(コWi-Tc]wi)
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1.2.3.開発構想

社会改革アジェンダはその使命として, (l) IvunimumBcISic Needsの充足と生産的生活を

TII能にする基本サービスの提供, (2) [lL三産的fi源活川と経わ引責軌参)J11への均等的な機会提供､(3)一

般民衆の自主的な参画による社会機fTIJkiの変革促進からなるo

対象とされる受益者は, a)地方に居仕するIJ二他紙し)I%民, b)零糾漁民､ c)都t-FI貧困者､ d)少

数民族, c)不定1y]労働者､ f)祉会IIJ'J弱者(女仕､末成咋､老年層)である｡

a)地方に居1j三する土地なし農民

農民や土地なし小作人は､貧弱な農村インフラ施設,不確実な土地所有制度,近代営農

法に対する貧弱なアクセス,貧弱な流通システム等に関して不利益を被っている. SPA

の出業I)H発へのl)H発プログラムは, JIi地改革に(農民や農村労働者をして農業生産を最

人にする様な刺激を与え)照点を当てると同時に､農業生産物のよりf.A..;い:i:.産作とTii7;い

価格を得られるように支援を与える｡

b)零細漁民

零細漁民の直面している問題は,漁場の破壊や過剰捕獲による漁業鄭原の減少や枯渇､

企業船による漁場水面への力ずくの侵入である｡ SRAでは漁業と水産資源の保全,漁場

の継続JllF_I-:やアクセスの確保を保護する郡に燥点を当てている.同時に彼らの漁腫物の高

仙格を確実にする支援サービスも必要になるo

c)部flJ一矧卦者

郡山貧困者は､土地所有者による家屋破壊を最小Ii引こしたり､住宅収得の道をより多く

確保する現行の｢子引川f開発及び住宅法｣の不公III'--な遵守や遅延による被害者となってい

る. SRAはこれらの人を一般の労働部Flr｣にl殿収し､労働法や労働組合.協同組合や他の
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組椛によって保護するために闘争することであるo

d)少数氏族

少数民族は祖先の所有地の公的な認知がないため,また少数民族の法的知識が乏しい点

に乗じて､入植者や企業によって土地を合法的に奪われている｡ SRAは彼らに先祖伝来

の土･I:ulの所有や使用を認知し､さらにかれらに保険･福祉や教育などの公的サービスを

享受する場を提供する｡

e)社会的弱者(女性､末成4F,老年層)

主流社会に参加できないでいる､基本的権利と福祉を無視され,セカンドクラスとして

扱われている不利な立場にいる学生,子供,若者や,身障者などの社会的弱者や､老人

や災害の犠牲者であるD SRAは包括的･総合社会的サービスを影響する.

以上の要望に加え､金融･融肖へのアクセスの欠乏､彼らを雇用するチャンスを増加させ､

彼らがビジネスを開始するための技術を椴得する機会の欠如等､一般的なニーズの未充足等の問

題を抱えている｡これらの問題やニーズの充足を早川に解決し､達成することがSRAの使命であ

る｡

SRAを尖行する具刷'.)コンポーネントとして､以~~Fの9本の柱(9 FIQgShip Progr(ヨms)を挙

げている｡

a))l隻民,
_上地].".宅し小作人への/i生業r)u発

･出地改革の予算の哨J)(1による腿地政範の促進

･農業省の生産重点地域(Key Produclion Are(コ, KPA=勺におけるPl!L出改革地区(ARC)の

利川可能な資源の開発

･潅概施設,収穫後処理施設､農道等の農業基盤施設整備の予算の憎)JH

･農業の生産性を向上させるための新技術の導入
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b)漁民のための海洋資源保護､管理､開発

･

｢総合漁業法｣の制定にl(i]t,ナての述軌

･地方レベルでの｢漁業汽折管fTE.L!委員会｣制定へIFJi]けての法整1h'f')I

･地方レベルでの漁業セクターに関する地方自治法の実施ガイドラインの作成

･全国7カ所の湖における湖利用改革計画(湖の10-12%を漁場に設定)の実施

･カラパルソン地域(カビテ州仙4州の帖称)の土_u_立地における覇業の実施に関する調査

･漁業金融,ポストハーベスト施設の整備,漁業関連法の整備､漁民教育/訓練等への支

援

c)少数民族のための先祖伝来のニヒ他の保全,生活保護および開発計画

･民族保護法の整備､既存の関連法体系の見直し

･天然環境売源省によるルソン北部L_LL岳地帯(コルデイリア地方) ､ミンドロ,ブキドノ

ン,アグサン,ダパオ州の各地域における小数民族の保護,福祉の充実

当該地方における農村総合開発部業の実施

(I)不定兆I~]労働者の福祉充実と法的保護

･組合の組織化運動の支援

･労働基準の設定及び強化

･雇川保険等の対象受益者の拡大

･不'j上川労働存のJ11働環境の改善

･下:;If1-:け労働H･の肘=iElヒ､パートタイムヅJ働古の削減

･

'ji:ly]労働者のf.l:.計肺保

c)矧川Jfミ困屑の住宅確保

･齢h'偶発性宅法の早川実施

･ lul域低金利住宅ローン[l州_度の改善

･イl三宅密袋地域の拡散の[hli蛙

･新規開拓地への基本サービスの実施
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･スラム地区の環境改善

･郎IIIf引釧耶IJ,r&i人統敏委Li会の権限強化

i)女性､未成年､老咋庁弓等の礼会粥者への社会サービス

･ Minimum Bc]sic Needs小心の社会福祉対策を対象2 0州へ射Fl

･各種サブセクターへの支援の強化

･障害を持つ汚少咋の保護,教育機会の拡大

･地)J'レベルでの老咋FttLL'.;参Lllli型活動の実施

･女性のための職業訓練,家族計画の支援,村落支援センターの設立,参画型福祉活動の

実施

･自然災害等の被災者の避難所の設置,移住の支援､被災者参画型の復興活動の実施イ本制

の強化

g)組織化及び参政促進

･地方自治体の社会改革プログラム活動の強化

･

NOGとの連帯,共同事業による組織強化プログラムの実施

･

ODAによるNGO /地方自治体の組織力強化への活用

･各種組合への政府機関の支援

･辺境地のfi困屑への別行｣lk方自治tム~Fでの支援･対策の捌E[+i

･地方レベルの各セクタ-代表者の国政への参))[]の促進

ll)1u,I.3虫アクセスの改-;I_I,;I

･壬iI利テ弓の金融へのアクセス･手続きの竹IF7糾ヒ

･商業銀行, ｣二地銀行, ｣-ulカ公庫等への小規模農家､漁民の金融アクセス制度の整備

i)I_l一三計機会の拡大

･収入拡大のための)ム幸Ii.訓練ti.T;一朝の拡人

･地)jレベルでの生計機会の創[[J'.活動の強化

･生計機会の拡大のために,必要に応じた組織活動の強化
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1.2.4.実施のガイドライン

SRAの実施に関しては, 1 995咋5J130[1発令の行政令節1 94,[-Iに規起されたSRAの

実施釧則(lmplemenTing Guidelines for the Operc州onQlizqlion of lhe Sociql Reform

Agend(コConvergence Policy)に以下のように規k'している.

ー全【_吋レベルにおいては､大統祇を委員長とする｢ネ_l二会改ifI',:委員会｣が,その~~F:円;組織で

ある｢I_I..会改:･ll',--･委LFi全部務局｣(SRC- Secrelc]ri⊂】1)の協ノ]の〉Fに､:)i:施拙当機r%l(L蛇行

省Jl=)を通じてSRAの実施,運':I;I:の調整にあたる｡

一各実施担当機業｣はSRAの各種事業を確実に実施するための資金､人的資源の提供を行うo

全国レベルにおいては各実施担当機関が実施のための計画立案､実施､モニタリング､事業評

価に関する調整にあたる｡地方レベルにおいては実施機関が地方自治体と協調しながらこれら

計画,実施 モニタリング､事後評価を行う｡

ー州(Prov7ncid)レベルにおいては州J,lljAlr･が州社会改革サミット会議の決議に基づいて､

地)J一日治体が設:;i.した各セクター災合会言剃州開発委貝会等)を通じてその')3施に関する

調整を行う｡

flf･町･那(MunTcTpQl)レベルにおいては[IJ一長竿が州社会改革サミット会議の決議に基

づいて､ 11Ujl三l治休が設立した各セクター張合会議(iF)-r)F(-l発委L~i仝等)を通じてその実

施にIit-･Jする誹化!_を'[iう.

一付(Bc]rc]ng⊂】y)レベルに才3いては).'J'良が州FE二仝改1･flr,:サミット会議の汰誠に鵜づいて､地

)i(Tl折休が設＼■I-_した各セクター張合会議(村r川発委員会等)を通じてその実施に関する調

悠を行う.

一地域開発担当大臣(CORD)は地方レベルにおいて事業実施の際の各政府機関の参加を統

括する｡この日的のため,地域間発担当大臣は地方開発委員会fRDC〕によりこれらの
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参加にJ5ti]する規定を;Ii(J'ji:する事ができるo

また, SRAの実施に際しての政榊創業‖こ対するガイドラインとしては以fの5項目を規定

している｡

I))iち本セクターに関連する社会政市へのより効兄的な対応のための各政榊機関の強化及び

ji.'l..I".I

2)基本セクターのための全回及び地方レベルにおけるNGO,民間B-1休,教会および産業

界の参画制度の推進､発展及び組織化

3)限られた資源を最大限に有効利用するための政府機関におけるすべての社会改革関連政

策の統合,協調及びシステム化

4)社会改革に必要とする全ての内的および外的fi腺の有効措川

5)SRAの実施,またそのための組織化および地方レベルでの活動に対する地方自治体の支

援
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1.3.資金/技術協力の必要性

SRAはラモス政権がその公約である｢フィリピン2000計画｣ (西暦2000年までNISE

国家入りをl]標)を達成するための最重要政策として,総合農地改革(CARP)と共に,積極的に

推進している政策であるo これまでの開発計画と兜なり,手引奉けulL真の(_.ll:.氏,二1二地無し農民や祉全

的弱者を開発の対象とし､受益者参画型の事業の官､産,民一体の開発計画として極めて特徴的

であり､注目されるべきものである｡

しかし､その対象範囲が分野,地域ともに非常に多岐にわたっており,実施予算については

前述の行政令節1 9 4弓に規定されたSRAの実施和則によれば,それぞれの事業実施担当官庁が

その通常年次子穿からアロケ-トすることになっている.財務省(DBM)への年次予算申請の際に,

SRA関連部業が優先的に考慮されることになっているものの､その資金的裏付けには不確実な部

分がある.したがって｢社会改itl'_7:委員会｣は本アジェンダ関連事業の実施に関しては､フィリピ

ン政府は日本政府の資金協力を熱望している.

-
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第2章 事業計画

2.1.事業の目的

木部業は､ SRAの三】_三たる受益対象者(6分類)のrl7で,汽困Jil(i民,二1二地無し小作人,寄掛1漁

氏,社会的弱者の4者を節-の受益者として肘烹を当て､基本インフラの整IITT'J:を行うことにより,

地域住民をfi固から脱却させ､彼らの生括レベルを向上させると共に,開発事業へ地域住民を参

加により雇川機会の創設,収入の増大を図る｡

2.2.事業実施地域

斬業の'*;施J:ul域は,SRAの対象2 0州のうち,治安が比較的良好で､フィリピン小火那に位

置する離島･島輿州で､従来､開発が比較的遅れている,陽の当たらなかった次の7州を対象に

して､第1措悌業として実施する計画であるo (位置図参照)

節4管区(南部タガログ管区) :ロンブロン州

節5符区(ピコール管区)

2ZTi6 JIT.;l*_(i).hJピサヤJ^[l;拷)

節8管l真(煎ピサヤ管区)

2.3.事業コンポーネント

:マスパテ州

:アンティケ及びギマラス州

:南レイテ,東サマール及びどリラン州

すでに大統両地方開発委員会(PCCD)が全国7 6州の内の2 0州をSRA対象州に選定し,州

ごとのSRAに係わる開発マスタープランを策定折みであるo 本事業にピックアップする個々の具

体l']()-fl;業に関しては,開発マスタープランにおいて選定されている優先開発部業(コンポーネン

ト)を基準とし,地球環境を整備･向上に寄与する環境開発事業や､上述の受益者(貧困農民や

零紺漁民三等)の所得や/A_I.1引['り上にスポットライトを当てた小規模のインフラヨ削L'F'J=等のハード部Flt■]

や､人的資源の括仕化を図る教育･訓練等のソフト部Jlrjの二ヨーi業コンポーネントを主体とする｡
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上述の:fJ-I;業コンポーネントには､事業化に際してフィージビリティー･スタディーの必要な

大規模事業や民間セクター関連事業､産業関連事業を除く｡匡卜州道の舗装化事業やそのアスファ

ルトプラントの様な設備整備事業､また､既に世界金融機関が投資を開始している｢小学校整備

事業｣関連の事業は本計画事業から除外する.港湾整備事業も直捜受益者に対する便益が小さい

事から本部業からは除外するD

iJi某のコンポ-ネントの二l.iな()'J',h'は以下の通り｡

1)環境開発事業

このコンポーネントとして,植林事業､村落ベースの植林]-i業､永久樹林開発部業等が含ま

れており､現存する熱帯雨林(El然林)の保全や､荒廃した山岳地域の植林部業,薪炭件の植林･

開発,種荊生産場の設置,マングローブの郁i'Il'場等が主なコンポーネントであるo 薪炭林の純綿

は地域住民のfl.:.括に必要な熱源を安7iZ的に[l巨給するだけでなく,伐採による自然林(熱花樹林)

の破壊をri)i-,ll二し,それの保繕･保全にl.'り接に寄与する.

村蒲ベース植林事業の概要は,約1OO家族(土地無し農民,焼畑農桝者や民主主義への転向

者等)に300-500Ilaの林地を与え､果樹等の林地や薪炭林や防火林の造成等を通じて,所得の

向上と安定を計るものであるo 焼き州JI!民を定着させ,焼き畑農L:)=こよるEl然林の焼懐を間接的

にri)jl_I二すると共に､地域化民の営みに最もiT(_要な水源を供給する水源地域の保全･確保に寄与す

る｡

海岸保全部某にはマングローブの帖林,椛前場の設iI琵･強化,必要機2芹の貸与が含まれてい

このきji;業に含まれる主な具体的なコンポーネントは以~Fのとおりである｡

(l) Proleclion of Remc]7ning N(コIu｢cII Fo｢esI

(2) Eslc]blishmenl of Community-Bc】sed Agrofo｢eslry SeIIelemnI

- 13-
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(3) W(コIershed Developmenl clnd Rehclb=Iqlion Project

(4) Conlr(コCI Reforeslr(コIion Project

〔5)Mc]ngrove ArecIS Reh(コbililclion ProjecI

2 ) /Ii業開発亨】i:莱

このコンポ-ネントには農業生薙件の向上を通じて直ほ･問揺的に農家の所得のr''il_とを遂行

できる高[il]i値農産物生産事業.畜産振興∃一業,穀物生産振興事業､作物転作奨励事業､農地改良

事業,小規模肥育牛生産事業､農産加工振興事業等を含んでいる｡従来の農民は農産物を生産す

るだけでなく､ -一次加工を行い,農産物の付加価値を高めた農産物の販売に移行するするような､

小規模農産加工体制を構築する事業も含んでいる｡これにより,単に農産物のイくI))口価値向上によ

るiLTr'(u:の[t'iJ
rl二等の直fB:･効只の仙に､小規模胤宅加⊥-_工場等の創設によるJI%村地域の稲川のll.Yl大が

見込まれるo r苗‖妾的には,附けへの)13民の流.LIJ.をl:))-1上でき､那ilfにおける生描壬引召古のfJTi,t少に寄

与する｡

この部実に含まれる主な具体的なコンポーネントは以ー~ドのとおりである｡

(l ) Eslqbulishmenl of Municip(コI Agriculturc]l Resources Center

(2) Rc]infed Cropping Sysfem Progr(コm

(3) Upk]nd Development Progrc]m

(4) Slopping Agriculturcll Lc]nd Technology DevelopmenI Progr(コm

(5) Liveslock Upgr(コdeing (っnd Dispers⊂】l Progrc]m

(6) Rehc]b=Iqlionくコnd Exp(コnSion of nelwo｢k of Arfificicll Breeding Cenlers

(7) Eslc7bulishmenl of Auclion M(コrkeI

(8) Rice c]nd Corn Producli>けy lmp｢○vemneI Project

(9) CqIIle Produclion c】nd F(コHening P｢ogr(コm

(10) High-Vc]lue Crops Produclion Promolion Prog｢om

(l l ) FclrmerS lnleg｢(コIed Gr(コins Cenler

(12) EslbuLishmenl of DemonsIQrlion F(コ｢mS
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(13) Eslclbulishmenl of M(コngO Research & DevelopmenI Cenler

(14) Nursery Developemnl for Fruit Trees (っnd Plqnls

(15) Agricuuurql Product Diversificc]fion c]nd Inlesific(帥on ProgrGm

(16) Mu榊-Cropping for Coconul Londs

(17) Abc]ccI Fin(コnCing ProjecI

3)農業･農村基盤整備事業

この事業には小規模な橋梁の改良･新設を含む農道整備事業､ /ト規模潅概･排水転借事業及

び浅･深井戸を水源とする村落給水整備事業が含まれるo農産物の生産基盤の#.fJIIf]:
･強化と共に､

農民の生活環境の改善をも包含している｡農業は生産基盤と共に,その担い手である農民の力が

非常に重要な位置を占めている｡それらの農民の生活環境の整備は､農民の労働力の向上を促し､

生産性の向上に直結する｡また､飲料水の供給システムの改善は,農村における女･r!.liの労働環境

の改善に大きく寄与する｡

この節業の主な具体的なコンポーネントは以~~Fのとおりである.

(l) Conslrulion qnd Rehc]bililc]ion of Fclrm-f○-Mc)rkeI Rocld a Bridges

(2) Conslrclion qnd Reh(コbilitoion of lrrigc]Iion F⊂】c=Iies

(3) Deve(opmenl of lrrigcllion Syslem

(4) lmp｢○vmenl of Bqrc‡ngoy Roc】ds

(5) lrrigc]fion Development Progr(コm

(6) Smc川Wc]Ier Impounding Syslems

(7) Ro(コd Ne† Work DevelopemnI Project

4 )人的Yf油川-l発-i_｣i;業

この:15J';業には地域住民やそれの指導的な立場のリーダー等を対象にした多抑多様な教育･訓

練事業やI英1連施設の導入~T]耳業が含まれており,新技術に対応できる知識や枝't/r;iの取得をEl的に農
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民や漁民等の受益者に対して､調査･訓練や教育を行う事某であるo

多くのセンター施設は,営農や施設等の運営,維持管増!等に閲し､受益者を教育･訓練する

場を提供する.村落に設置する健]ik:管理センターや診噺刑ま/ii民や漁民等の受益者やその家族の

健康を維持する上で重要な役割を果たす｡村落公設市場は村人の日常の生活必需品の売買のみな

らず､農家や漁民の余剰農･海産産物の販売を通じて､副収入の得る機会の可能性を創設し､受

益者の所矧句上に寄与する｡教育や訓練は識字率や暮らしの向上を含み､農業･漁業等の産業の

後継者の育成や,農村や漁村の女性を教育･訓練し生活の向上と女性の地位の向上を目指すもの

である｡

過去における多くの事業の不効率な事例の多くは､指導者層の不在によるものがかなりある｡

農民全てが高い教育レベルになく､専門的な知識もないため､農民全てを対象にした訓練･教育

プログラムは非常に多くの矧削と資金と指導者が必要となり,その効果の発現は遅効性の治療プ

ログラムといえる｡当面は､これらの農民を率いる指導者的農民を育成し､彼らが現地において

農民を指導教育に当たるシステムが速効性のあるプログラムと言える0

この-=FJT業に含まれる主な具体的なコンポーネントは以fのとおりである｡

(1) Eslc]bul■l'shmenl of Romblon Multipurpose Trc]ining Cenler

(2) Eslclbulishmenl of Technology Trqining c,nd lncubc)一ion Cenler

(3) Modernizc州on of Romblon Slc]Ie Co1[oge L(コborcllory F(コC=lies

(4) Eslc]bulishmenl of Lqen nc]d Eclrn Centers

(5) Loc(コI GovernmneI Unit CcIPC)b=Iy Building Progr⊂】m

(る)Anlique's SIrofegic Countryside DevelopemnI

(7) M(コnPOWer T｢c]ining

(8) NGO-PO Coop C(コPQb=ly Building Progr(コm
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5)漁業開発部業

島の海岸綬には小規模の人工漁礁やフィッシュポンドを造成し,漁民の漁獲量の維持安定と

増大を計る事業である｡漁業振興基金は漁民に旧式の漁具を近代的な漁具に更新する資金の支援

を行う事業である｡フィリピンの耐芋線は島輿諸島のため非常に長く,漁業を営む小規模漁民の

数は非常に多く､また,漁具の開発により漁業資源の減少は, )'if海において年別こ巨はってきてい

る｡

この事業に含まれる主な具体自'Jなコンポーネントは以~fのとおりである.

(1) Developmenl of Ring Nelw汁h Poyqw Pro]lecls

(2) Depufizc州on of Fish W(コrdens

(3) Arlificic]l Reef DevelopmenI

(4) Fishery Developmenf Fund

(5) Conslruclion c]nd Rehclbilitoion of Ports/Fish Porls

(6) Nec]rshore Aquc)cullure T｢clining Progr(コm

(7) AgriolFisheryTr(〕ining Cenler

(8) Eslc]bu‡ishmenl of Min=1sh Lqndhlg
.

6)生活環境改善･社会福祉事業

受溢市の!l=.I.TT環境の矧詣･改善と,社会福祉に関する諸施設の新設･改i]'iを行うo この部業

は受益者やその家族の[lJi頗と福祉を維持･向上を目的とするもので､様々な部某コンポーネント

が含まれているo このさJi;業にはJii･漁村の女他の桔梗(l'Jな参加を川得でき.女性の雇川機会の創

設と所得の増人に笥与できる｡午!i=iこ施設の運営や緋)-1!i:rH_lrlには女性の参プJ[lが必要な分野が大きく､

農･漁村における女性の地位のl(.J｣二に貞献する｡
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このヨ妄X･に含まj~tる三1三7:LrlJ4(I'I'Jなコンポーネントは以~~lこのとおりである｡

(l) Eslclbulishmenl of M(ョin (っnd B(コrClngC)Y Hec]Lth/NuI州on Cenlers

(2) ∨川clge Wqler Supply clnd Scln汁c]ion Pro)'ecI

(3) Polclble Wqler DevelopmenI

(4) WolerSupply Development

(5) Hec]lfh Service Delivery Progrclm

(6) Sock]I Welf(コre a Community Orgqnizc州on DevelopmenI

(7) lnsI汁∪fionc71 Development of DAR Commun川es

r8) Bc]sic Hec)lfh Service Project

(9) Conslruclion of ShcHlow/Deep Well

(10) Fur(コl Eleclrificc]Iion Progr(コm

(l l ) lmpro>emenl of Hec】l†h Service

f12) Conslruclion of Dqy Cq｢e Cenle｢

(13) Heqlth′ Medic(コl Services qnd Nulrけion Progr(コm

(14) Sockjl Welfclre Assislc]nce Project

(15) Upgrc7ding of Hospけc]l qnd Field Heclllh F(コCil川es

(16) Communicc川on Nelwork DevelopmenI

2.4.概算事業費

本ヨ_事業の実施に必要とされるTE,Jl】は､外貨による資金手当分の内､円貨部分が約1,720百万円

と､現地通貨分が約933f万ペソ(約331億円)である｡一方､現地通貨による資金手当分は約

224千万ペソ(約79億円)と推定さ才1るo 対象州ごと上申は以下の通りである｡

ー18-



概算事業費

外貨換算分

(百万円)

720 0

1713 0

975 い

351 0

282 0

項目 覇

ンブロン州

スバテ州

ンティケ州

マラス州

リラン州

フィリピン政佃は~きJi実の実施に関して､民Fii]-Eクタ一問連の事業や､フィージビリティ調

企が必要な大規模事業及び､別名左を優先する私企業･ )1,:(E業関連の事業を除いた,受益者に直結し

たインフラ整備部業をu本政l付の1j-I,I-?資金協力で行うことを熱望している.
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2.5.事業実施の構成

耶業の実施は次の3段階にタ)けて実施する計画であるo

節1次段階には,各実施機関からの事業実施計画書をスク]｣-ニング,レビュー,検討･選

定と,施設の運営･維持管理を担当する受益者組織(組合)の有無,既存組織の活動状況を把握

するo運営･維持能力が不十分な場合には,フィリピン国内のNGO等を最大限に括Ff】した農民

組織の強化,組織員の事業受容能力の教育･訓練を行う｡

筋2次段階では具体的に事業を実施するo この段階から,計画施設に対する運営,維持･管

理に関する受益者やその代表者の教育･訓練を開始する事ができる｡

節3次段階では,さらにその施設の運用や維持･管即能力の強化のための教育･訓練を継続一

指示を行う｡
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2.6.事業効果

この事業は選定された州の地域住民の生活環境を向上させるための様々なコンポーネントが

含まれている｡基礎的で十分な施設の提供や,農業･社会支援サービスや人的資源の能力増強計

画は,単に政府関係者の教育･訓練のみでなく､受益者を自立させ､継続的発展に寄与するため

に重要である｡

農道の改善や新設は辺境農村の開発ポテンシャルの発掘チャンスを与えると共に､流通経路

の確保や､土地などの資源の有効利川に直結する｡また,農道がないため農民は徒歩で近傍の病

院や市場に通わねばならなかったが,段道がアクセス道路の機能も合わせ持ったため,農民の生

活環13'zの向上に大きく貢献する.

この事業における直接効果である農産物の増産,付加価値増による所得向上は農民の生活基

盤の向上への再投資となり,その地域の一層の発展に繋がるo

これ以外の定性的な効果は非常に多く､例えば､農民の子弟の義務教育レベルの学校の就学

率の向上,卒業者数の増大,識字率の向上.衛生環境の向上は椛病者数の減少に繋がり労働意欲

の増大になる｡また､都市における人仁1集中によって発生する都市在住の生活弱者の増大は､郁

TIf機能のマヒや低下と治安上の問題も起しているo農村における女性の地位の向上は,単に事業

による直接効果以上に､生活者の生活基盤の強化に大きく寄与する｡

以上の他､ UncounlqbleなDirecI又はIndirecf便益も多くあるo

この事業は従来の農地開発やその他の農業開発のように,大地主や事業資金を有する事業主

を益するような開発投資ではなく､ ji隻民やその他社会的な弱者等を対象にした受益者に直接便益

が享受できるような多岐に亘る小規模なコンポーネントで構成されているQ コンポーネントが主

体の従来の一般的な開発部業ではなく､この事業は受益者が主体である点は従来のプロジェクト

とは大きく晃なるo

ー 21-



第3章 事業の実施計画



第3章 事業の実施計画

3.1.事業実施体制

事業の実施においては､主管官庁を大統領室(OfficeofPresidenI)とする. 1 9 94年9月

2 7 r:17,大統簡令第2 0 3弓により設立された｢社会改L:rTl:委員会(SociQI ReformCouncil. SRC)｣

はその下即実行組織であり､議長を大統領､実施担当統括副議長を農地改it(･:大臣とし,社会改革

アジェンダの下での各種事業実施に関して関係省庁を統括､調整する機能を有している｡実際の

実務作業､各省庁間との調整業務は同委員会のうち｢をと会改革委員会事務局｣ (SRC Secreloriol)

が担当している｡

事業の実施には実施工程管理及び各事業実施官庁とのP]t,許な調整を行うため､事業実施事務所

(Project Mc‡nc]gemenf Office. PMO)を社会改革委員会のfに設立するo このPMOには各実施

官庁から実務スタッフを参加させ,事業実施の全段階において各実施官庁への管理,連絡,指示

を行う計画である｡ (次頁の図参照)

このPMOの下に各参加官庁が並列的に参加する形態をとる｡参加官庁等は以下の通りである｡

農地改革省(Depqrlmenl of Agrqri⊂】n Reform. DARI

農業省(Depc‡rlmenl of Agriculure. DA)

公共事業道路省(Depclrmenf of Public Works (っnd Highwc)ys, DPWH)

保鯉省(Depclrlmenl of Hec]lfh, DOH)

教育文化スポーツ省fDepqrlmenf of Educc州on, Cullureくコnd Sporls, DECS)

社会福祉開発省(Depclrlmenl of Socicll Welf(コre qnd Development. DSWD)

地方自治省【Dep(コrlmenl of lnle｢ior c]nd LocQI GovernmenI′ DILG)

国家潅概庁(Nc州oncll lrrigqlion Adminislrc州on, NIA)

地方自治体rLoccll Government Un汁s. LGU)

NGO-～

-
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lMPLEMENTAT10N ORGANIZAT10N AND MANAGEMENT SET-UP

-
正
E
)
:

(ExecuI叫

N(コIion(コI Aqenc桓s

-DA -DENR

-DAR -H〕DCC
-DP＼～H -DOLE
I NtA I DSWD

-
LBP - ○Ihers

許諾ern sQmQr

-M(コSbole -SoulhernLeyle

-Guim(コrC)S -BiI7rQn
- Antique

Con什cIC †or≦ NGO`s

｢

~
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3.2.実施スケジュール

本事業(フィリピン中央諸島部対象･第1期部業)の実施畑=音別ま約3年間とするo詳細を

次図に示す｡
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OVERALL IMPLEMENTAT10N SCHEDULE
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添付資料

1.調査団員の構成

団長 大久保 允文 株式会社 三祐コンサルタンツⅠ牧師役

団員 飯口 将弘 同 上

Iill員 入矢 獅介 同 JL

団員 須藤 晃 同 上

団員 アニシア･C･/iパ 同 上

2.調査行程(1 995年7月24日-8月1 0日)

FI-】 目 調 査 行 程

技術節5郡部良

技術節5部参す事

マニラ事務所

同 上

宿泊地

7月24E] (月) マニラ到着(大久保JL-741､飯EI]/入矢JL-743Åj

須藤､パパ合流

田内打合せ

25E] (火) SRC事務局表敬､予定及びカウンターパート確認

農地改革省八木｣lCA専門家表敬

比国各NGOと協議

OECFフィリピン事務所表敬

26日(水) マニラ…タクロバン

DAR地域事務所長ならびに州事務所長と協議

各関係省庁地域所長と協議

2 7日(木) Soulhernしeyle州現地調査

州政庁表敬

現地調査

28日(金) Bilirc]n州現地調査

州政庁表敬

現地調査

タクロバンーマニラ

29日(土) 資料整理

30日(日) 資料整理
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農地改革省(DAR)

M｢. E｢neslo D. G(コ州qo

Mr. Jose Noel D. Ok]no

M｢. Jose MQri B. Ponce

Ms. M(コ. Celerinc] Af(コble

Ms. Rodorq Gcly Poliquけ

Ms. Dulcie C. Suner

Mr. Rom(コn A. Oidc], Jr.

Mr. Norberfo S. Quけe

八木正広

Secretc]ry

Undersecretcly

Direclor, Project Development a MくコnC)gemen†

Stc]ff

Dy. Director, PDMS

SPA D7reclorfor DAR

ARPO 1しPDMS

PDO 11l′PDMS

BARBD

JICA専門家

Mr･ Frederick Ch⊂】n Anongos ARDA, RegFOn-VIJI Office

Ms. Pc]ulin(コS. Cc]nclles

Mr. Luciqno P. Mere(コdo

Mr. Bonif(コCio U. Lulero

Ms. Josefinc] D. Am(コnde

国家潅瀬庁(NIA)

Mr. Aplonio >. Bc]utislc)

穂刈 達夫

Ms. Gloric] A. Sev-A"ic]

SUARPO, Region-∨川Office

PARO, Soulhe｢∩しeyle

SARPO′ Soulhern Leyle

PDl, Region-VI" Office

Adminislr(コIor

JICA専門家

Region-Vlll Office

国家経済発展庁(NEDA)

Ms. Josefinc旧U. EsguerrQ Direclor′ Projecl lnveslmenI SIqff

M｢･ BuenclVenlur(コC･ Go-soco Region(】l Direclor, Region-Vlll Office

Ms. Emm(コSqnopo

Mr. Rc)f(ョel C. Cqinlic

Ms. DeI A. Mircllles

Region-VILL Office

Region-Vlll Office

Region-∨川Office
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第4章 総合所見



第4章 総合所見

SRAは前述の通りラモス政権の最重要政策のひとつであり､その成否は今後のフィリピンの

民生の安定を大きく左右するといっても過言ではない｡次世紀に向けてのフィリピン国家経済の

発展のためにも,ボトムアップ型の民衆レベルにおける生活環境向上をめざす社会改革は必要不

可欠と言える｡

このような社会基盤の根幹を支える事業を成功させるためには､絶対的な財政困難に直面し

ているフィリピン政府に対するE]本政府の資金援助が熱望されており,また援助効果という面で

も仙に比類のない貧困者や弱者に確実な直接･間接のインパクトが期待される.
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添 付 資 料



31日(月) 農地改革大臣表敬

同省計画部長と協議

SRC事務局と協議

8月 1日(火) 農地改革省次官表敬

国家潅概rt):長官表敬

2日(水) 大久保マニラーカがヤンデオロー7oロスへ●リ9'ド7oロスへ●り夕●ド

仙団員マニラーアウロラ

3日(木) 大久保アゲサン･デル･ス-,IL州現地視察

仙団員アウロラ州現地視察

4日(金) 大久保プロスへ>T)9'ト7'ッァン-マニラ

他団員アウロラーマニラ

5日(土) 資料整理

6日(日) 休日

7日(月) SRC事務局関係者と協議

8日(火) SRC事務局関係者と協議

9日(水) SRC事務局,農地改革省にて関係者と協議

OECFフィ1｣ピン事務所報告

日本大使館表敬

10日(木) 帰国(大久保｣し-742､飯田･入矢｣ト744)

3.関係官庁等主要面会者名簿

社会改革委員会事務局(SRC-Secrelc]riqt)

Mr. Emm(コnUel E, Buendk] Secrelc]ric]I He(コd

Mr. Cclrlos S. Bueno

Mr. Edmund F. M(コriinez

Ms. Lowie C. Rosoles

マニラ

マニラ

アウロラ

プロスへ■I)?'L'

アウロラ

マニラ

マニラ

マニラ

マニラ

マニラ

マニラ

Progr(コm Director for Policy

P｢ogr(コm Director for Communic(コIions

Progrclm Direclo｢ for Field Oper(輔ons
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農業省(DA)

Mr. Jose s. Gc]rrido, Jr.

Ivtr. B. R. DumlclO

公共事業道路省(DPWH)

Mr. Chq川Io S. C(コrlobos

教育･文化･スポーツ省【DECS】

Ms. Cirilcl V川egqs

Direclor′ Region-VIII

Region-Vlll Office

Disfr7cI Office

Region-8 Office

社会福祉省【DSWD)

Ms. Jocelyn V. Pen(コrC]ndc】 Region-Vlll Office

保健省(DOH)

Mr. Rufino P. SoriclnO

地方自治省(DILG)

Mr. Renc]Io L. Brion

Region-Vl" Office

Region-V‖ Office

南レイテ州政府(Provincic)I Governmenl of Southern Leyle)

Dr. OscqrK. T(コn

Ms. Evq L. TorT-eS

Ms. Virginiq Lim-Cruz

Ms. VirginicI M. M(コrlem

Mr. AuxiLiclnO B. Cc]Ivq

Mr. Vidc]l Abierくコ

Mr. Olompio CcIPisTrqno′ ｣r.

Mr. Felife Jc]rclnillcl

Governor

Vice Governor

PPDC. Provinciql PIclnnlng C)nd DevelopmenI Off7ce

PDO. PPDO

Bc]rc]ng(コY CcIPIclin′ S(コnJose. M⊂】c]sin

BclrClngCIY Cc]plc]in, Dongon, M(コC]Sin

BQr(コngqy Cc!ploin, S(コn Rc]fclel, Moqsin

B(コr(コng(コY Cc]ploin, Bqglicon. Moosin

- 30-



駐フィリピン日本大使館

山内 勝彦

高橋

海外経済協力基金(OECF)

石黒 雅一

一等書記官

フィリピン事務所首席駐在員
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4.現地写真集



S RC割譲鼻ガリラオ.3地改革者大臣とプロジェクト

に関する意見交換

南レイi･#I班会よLAにおいてプロジェクトに関する

愚見究換及び果状a,y関戸取IJ丘蕗

脚】師事hiliA岳)
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南レイテ州マ7シン‡削こおいて農民から

この地域の来状と同額点に期する紺碧取り状況

ビリノン州においてA地帯二王筆･益著のよ良からの

地域の現状に開する瑚書取LJ状況
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･
3
4
･

7バカ(マニラ席)の天白乾燥状況

不意の降雨により乾娘が不均一で晶井にばらつ書が出て､

価格が低く押さえられている状況である



7パカの加=1絹

糸巷抗<l作葦を農村の女性が担当

長村におけかJt規模な工Ie.への雇用牧舎と

現金収^海の創設

即1の女性による7Jl力の2凍加工品の動童=鳩

よ村の女性による運営一任宮
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ココナッツの穀を利用する活性炭製造工場

フィリピンの至るところではココナッツの穀は

廃物として捨てられている



ココナッツオイル搾油工唱の監制見い入れ価格と

オイルの版売価植の掲示

ココナッツオイル搾油工場内の施投

非常にシンプ)L'な施投
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醤油製造工場の全景

農民緒舌の運営による醤油載漬工甥

覇油製造エhi-の拍部

冊#ITqiポ;tのみ':.ii油を製盾していT,)

席料は根菜軒(主にサツマイモI
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指油｢東胡

宮地押治敵Th観りかす
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A地解放地

溝ま実施投'..Eないため草地のま吉

放dEされている農地改革鞄
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